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A.研究目的 

 近年、訪日外国人旅行者数は増加を続けて

おり、これに伴い、外国人患者を受け入れる

医療機関も増加している。近年では、外国人

患者受入医療機関認証制度（JMIP）1)の認証を

取得した医療機関を中心に、医療通訳体制の

整備や多言語対応等、外国人患者の受入れ体

制整備に取り組む医療機関も増加している。 

 一方で、こうした受入れ体制整備を進める

中、訪日外国人患者に係る医療費未収金問題

が、医療機関における重要な課題として顕在

化している。特に短期滞在の訪日外国人患者

については、原則として日本の公的医療保険

制度の適用対象外であることから、医療機関

側が診療費未払いに伴う経済的リスクを負担

せざるを得ない状況が生じている。実際、厚

生労働省「令和６年度 医療機関における外国

人患者の受入に係る実態調査」2)によれば、令

和６年９月１日から同月 30 日までの間に、訪

日外国人患者の未収金の発生について「あり」

研究要旨 

 本研究では、短期滞在の訪日外国人患者に係る医療費未収金問題への対応策の一つとして検討が進めら

れている「短期滞在者に対する民間医療保険加入義務化」について、諸外国における制度実態、制度運営

上の特徴および日本における制度導入上の課題等を明らかにすることを目的として調査研究を実施した。

具体的には、①短期滞在者に対して民間医療保険加入を義務付けているサウジアラビアならびにEU・フラ

ンスに対する現地ヒアリング調査、②国内の主要保険会社４社および主要医療アシスタンス会社３社に対

するヒアリング調査を実施した。 

 その結果、サウジアラビアでは、eVisa、保険加入、保険資格確認、事前承認、電子請求等を国家統合型

医療・保険情報交換基盤（NPHIES／Nafis）上で一体的に運用する「中央集権型・統合型モデル」が採用さ

れており、保険資格確認や医療費請求等において高い実効性を有していることが確認された。これに対し

て、EUのシェンゲンビザ制度では、一定の最低補償基準をEU法として定めつつ、実際の保険商品提供に

ついては各国・各保険会社に委ねる「分権型モデル」が採用されていた。しかしながら、その一方で、保

険商品の品質差、形式的審査、継続的有効性確認困難、未収金データ不足等、多くの課題も確認された。 

 また、国内の保険会社および医療アシスタンス会社に対するヒアリング調査からは、既往症対応、モラ

ルリスク、補償範囲設定、医療搬送費用、多言語対応、医療アシスタンス体制整備等が、日本において制

度導入を検討する際の重要な論点となることが示された。特に、制度を実効的に機能させるためには、単

なる保険加入義務化のみではなく、加入導線、資格確認方法、医療機関との情報共有、国内医療アシスタ

ンス会社の介在等を含めた運用体制整備が重要であることが明らかとなった。 

以上のことから、日本において短期滞在者向け民間医療保険加入義務化制度を検討する際には、諸外国

制度を参考としつつ、日本の医療提供体制や観光政策との整合性を踏まえながら、補償範囲、加入確認方

法、医療機関との情報共有、医療アシスタンス体制、データ収集・分析体制等を含めた実効的かつ運用可

能な制度運営体制を整備していく必要があると考えられる。 
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と 回 答 し た 医 療 機 関 は 、 外 来 で 32 機 関

（6.5％）、入院で 19 機関（14.5％）となって 

いる。 

 こうした状況を踏まえ、現在、未収金対策

の一つとして、短期滞在の訪日外国人に対す

る民間医療保険加入義務化に関する検討が進

められつつある。例えば、令和７年 11 月４日

に開催された「外国人の受入れ・秩序ある共

生社会実現に関する関係閣僚会議」において

は、総理より「入国前の民間医療保険への加

入の検討」が指示されている 3)。 

 しかしながら、一口に民間医療保険加入の

義務化といっても、その制度設計や保険商品

の内容は多様であり、補償範囲、補償額、加

入方法、確認方法、給付手続等は、国や保険

商品によって大きく異なっている。また、制

度導入に当たっては、日本の医療機関におけ

る外国人患者受入れの実態や観光施策への影

響等も踏まえながら、実効性と運用可能性の

双方を備えた制度の在り方を検討する必要が

ある。 

 そこで本研究では、短期滞在者に対して民

間医療保険加入を義務付けている国・地域に

おける現地ヒアリング調査ならびに、制度運

用において重要な役割を担う国内の主要保険

会社および医療アシスタンス会社に対するヒ

アリング調査を通じて、短期滞在の訪日外国

人を対象とした民間医療保険加入義務化を実

施する場合に検討すべき事項について明らか

にし、日本における短期滞在者向け民間医療

保険制度設計の在り方を検討するための基礎

資料を得ることを目的とした。 

 

B．研究方法 

 本研究では、「①短期滞在者に対して民間医

療保険加入を義務付けている国・地域に関す

る現地ヒアリング調査」ならびに「②国内の

主要保険会社および医療アシスタンス会社に

対するヒアリング調査」の２つを実施した。

それぞれの研究方法は以下のとおりである。 

１．短期滞在者に対して民間医療保険加入を

義務付けている国・地域に関する現地ヒアリ

ング調査 

（１）調査対象国について 

 本調査では、サウジアラビアならびに EU お

よびその加盟国の一つであるフランスを対象

として現地ヒアリング調査を実施した。 

 現在、短期滞在者に対して民間医療保険加

入を義務付けている国・地域としては、キュ

ーバ、シェンゲン協定加盟国 （オーストリア、

ベルギー、クロアチア、チェコ、デンマーク、

エストニア、フィンランド、フランス、ドイ

ツ、ギリシャ、ハンガリー、イタリア、ラト

ビア、リトアニア、ルクセンブルク、マルタ、

オランダ、ポーランド、ポルトガル、スロバ

キア、スロベニア、スペイン、スウェーデン、

ルーマニア、ブルガリアアイスランド、リヒ

テンシュタイン、ノルウェー、スイスの 29 か

国）、カタール、サウジアラビア、ドバイ等が

存在している。しかしながら、制度導入の背

景、対象者、補償内容、加入方法、確認方法

等は国・地域によって大きく異なっている。

そのため、本研究では、日本における制度導

入を検討する上で、制度運営上の特徴が異な

る複数の制度モデルを比較検討できる国・地

域を対象として調査を行うこととした。 

 まず、サウジアラビアについては、観光ビ

ザやウムラ（巡礼）ビザ等を含む広範な短期

滞在者を対象として、eVisa システムと連動

した民間医療保険加入義務化制度を運用して

いる点に特徴がある 4)。具体的には、ビザ申

請時に保険加入が組み込まれており、保険加

入状況についても入国時や医療機関受診時に

オンラインで確認可能となっているなど、制

度運用のデジタル化が進められている。この

ように、比較的強い国家関与の下で制度運営

が行われている点は、日本における制度導入

を検討する上で参考になるものと考えられた。 

 一方、EU においては、2009 年に制定された 

「European Parliament and Council of the 
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European Union. Regulation (EC) No 

810/2009 establishing a Community Code on 

Visas」５）に基づき、シェンゲンビザ申請者に

対して旅行医療保険加入が義務付けられてい

る。同制度では、ビザ申請段階において、緊

急治療、入院、医療搬送、死亡時の遺体送還

等を補償対象とする旅行医療保険への加入証

明を提出することが求められており、一定額

以上の補償内容を満たさない場合には、原則

としてビザは発給されない。もっとも、サウ

ジアラビアとは異なり、EU では、一定の最低

基準を EU 法として定めつつ、実際の保険商品

の提供については各国・各保険会社に委ねる

制度構造が採用されている。このため、国家

主導型のサウジアラビアとは異なる制度モデ

ルとして比較検討が可能であると考えられた。 

 また、その加盟国の一つであるフランスは、

世界有数の観光立国であり、多数の外国人旅

行者を受け入れている国であるとともに、外

国人患者対応や移民医療に関する議論も比較

的蓄積されている。このため、外国人旅行者

受入れの実態や、民間医療保険義務化制度の

運用状況、医療現場における課題等を把握す

る上で、日本にとって参考になるものと考え

られた。 

 以上を踏まえ、本研究では、比較的強い国

家関与の下で制度運営が行われているサウジ

アラビアと、EU 法に基づく分権的制度運営が

行われている EU ・フランスを対象として調査

を実施した。 

 

（２）調査対象機関及び主なヒアリング項目 

 サウジアラビアにおいては、民間医療保険

加入義務化制度の制度設計、監督、データ連

携等に関与する政府関係機関として、Saudi 

Data & AI Authority（SDAIA）、Council of 

Health Insurance （ CHI ）、 Insurance 

Authority （IA）を対象にヒアリング調査を実

施した。加えて、実際に外国人向け医療保険

を運用している民間医療保険会社として、GEG 

insurance、Al Rajhi Takaful、Tawuniya を

対象にヒアリング調査を実施した。 

 主なヒアリング項目として、まず政府関係

機関に対しては、民間医療保険加入義務化導

入の背景および目的、基本的な制度設計、関

係機関間の役割分担、制度導入による効果や

課題等についてヒアリングを行った。一方、

民間医療保険会社に対しては、実際の保険運

営業務の流れ、医療機関との連携方法、事前

承認や保険適用判断の実務、CHI が設定して

いる統一約款や最低補償基準に対する認識、

制度運用上の評価および課題等についてヒア

リングを実施した。 

これに対して、EU およびフランスにおいて

は、シェンゲンビザ制度における民間医療保

険義務化について、Visa Code に基づく制度

運用の調整・評価・改善提言等を担う EU の執

行機関である EU 委員会に加えて、加盟国とし

て制度運用を担うフランス内務省ならびにフ

ランスの移民・外国人医療支援団体である

Migration Santé を対象としてヒアリング調

査を実施した。 

主なヒアリング項目として、まず EU 委員会

に対しては、シェンゲンビザ制度における旅

行医療保険義務化制度の導入背景および制度

目的、制度運用の実態、制度導入による効果、

加盟国間の情報共有、制度上の課題等につい

てヒアリングを行った。特に EU 委員会は、

2023 年に、シェンゲンビザ申請者に義務付け

られている旅行医療保険制度について、その

運用実態、補償内容、未収金問題への影響、

制度上の課題等を分析した調査報告書「Study 

on the travel medical insurance used by 

visa holders during their stay in the 

territory of the Member States Final 

Report」を公表していることから、当該報告

書の内容を中心として重点的にヒアリングを

実施した。 

また、フランス内務省に対しては、シェン

ゲンビザ制度における旅行医療保険義務化の
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実際の運用状況、ビザ審査時の保険確認方法、

加盟国間の連携状況、制度運用上の課題等に

ついてヒアリングを行った。加えて、外国人

旅行者の受入れ実態、医療費未収金問題が発

生しやすいケース、医療機関側における対応

上の課題等についても情報収集を実施した。 

さらに、Migration Santé に対しては、フラ

ンスにおける外国人患者受入れの実態、移民・

外国人患者に対する医療アクセス支援、外国

人患者対応における現場レベルの課題、医療

費未収金問題への対応状況等についてヒアリ

ングを行った。 

 

２．国内の主要保険会社および医療アシスタ

ンス会社に対するヒアリング調査 

 本調査は、2025 年 10 月 24 日～12 月 4 日

の期間に、対面若しくは Zoom を使用したオン

ライン形式により、主要保険会社４社ならび

に医療アシスタンス会社３社を対象としてヒ

アリング調査を実施した。 

 まず、保険会社に対しては、訪日外国人旅

行者向け保険商品の販売の有無、販売してい

る場合にはその補償内容や補償額のほか、医

療アシスタンス会社や医療機関との連携状況

等についてヒアリングを行った。また、民間

医療保険加入義務化制度導入時の課題や制度

設計上の論点等についても意見聴取を行った。 

 一方、医療アシスタンス会社に対しては、

現在の訪日外国人患者をめぐる医療アシスタ

ンスの状況のほか、短期滞在者に対する民間

医療保険加入義務化制度について、制度導入

時の実務上の課題、必要となる連携体制、補

償範囲や医療搬送費用の在り方等について意

見聴取を行った。 

 

３．倫理上の配慮 

 今回実施した 2 つの調査は、関係機関・企

業に対するヒアリング調査を中心とした研究

であり、患者個人情報を含むデータは取り扱

っていない。調査の実施に当たっては、各調

査対象機関に対して研究目的を説明した上で

協力を依頼し、得られた情報については適切

に管理を行った。また、研究の実施に当たっ

ては、関係法令および所属機関の研究倫理指

針等を遵守した。 

 

C.研究結果 

１．短期滞在者に対して民間医療保険加入を

義務付けている国・地域に関する現地ヒアリ

ング調査 

（１）サウジアラビア 

①対象医療保険の概要 

 サウジアラビアでは、1999 年に制定された

協同組合健康保険法（Cooperative Health 

Insurance Law）6)に基づき、主として国内で

就労する外国人労働者およびその扶養家族に

対して、民間医療保険への加入を義務付ける

制度が段階的に導入された。これに伴い、制

度監督機関として Council of Cooperative 

Health Insurance （現在の Council of Health 

Insurance：CHI）が設置され、外国人労働者

向け民間医療保険制度の監督・運営を担うこ

ととなった。 

 その後、サウジアラビアでは、観光政策

「Vision2030」7)に基づく外国人旅行者受入

れ拡大を背景として、短期滞在者に対する医

療保障制度整備が進められた。具体的には、

観光ビザ、ウムラビザ、トランジットビザ等

を利用して入国する短期滞在者に対して、

2015 年に CHI が発出した「Visitor Policy

（ Approved in Session No.99, dated 

21/7/1436 AH）」（以下単に「当該約款」と呼

ぶ。）8)に基づき、CHI の認定を受けた国内保

険会社が販売する民間医療保険への加入を義

務付ける制度が導入された。さらに、2019 年

に観光 eVisa 制度が導入されて以降は、オン

ラインビザ申請手続と連動する形で、短期滞

在者向け民間医療保険を購入する仕組みが整

備された 9)。 

 すなわち、サウジアラビアでは、短期滞在
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者に対する民間医療保険義務化を導入するに

当たり、海外保険会社がそれぞれ独自の商品

を販売する方式ではなく、CHI が定めた統一

約款および最低補償基準に基づき、CHI の認

定を受けた国内保険会社が保険商品を提供す

る仕組みを採用していた。現地ヒアリングで

は、海外保険会社による制度運営では、医療

機関との連携やデータ共有、迅速な支払対応

等に課題が生じ得ることから、国内保険会社

を中心とした制度設計が採用されているとの

説明があった。なお、本制度に参画する保険

会社は、国内の保険会社であればどの会社で

もよいというわけではなく、Nafis 等の医療

情報交換基盤との接続や迅速な事前承認対応、

安定的な業務遂行等が求められることから、

「IT 能力」や「資金力」を有する保険会社の

みが制度参加を認められており、2025 年時点

では、国内の保険会社約 27 社のうち 17 社が

認定を受けているとの説明があった。 

 また、サウジアラビアの制度運営において

は、国家統合型医療・保険情報交換基盤であ

る NPHIES（National Platform for Health 

and Insurance Exchange Services）10)が重要

な役割を果たしていた。すなわち、保険資格

確認、医療機関における事前承認、電子請求

等が NPHIES を通じてオンライン上で連携さ

れており、保険会社や医療機関は、短期滞在

者の保険加入状況や補償内容等をリアルタイ

ムで確認可能となっていた。現地ヒアリング

では、このようなデジタル基盤整備が、制度

運営の効率化や迅速な支払対応、データ共有

等に大きく寄与しているとの説明があった。 

 

②Visitor Policy の概要 

 当該約款は、 「第 1 章 定義」、「第 2 章 補償

対象費用・給付」、「第 3 章 制限および除外」、

「第 4 章 一般条件」、「別表」の５つのパート

から構成されていた。 

 まず、 「第１章 定義」では、表１のとおり、

制度運用に必要となる主要概念 43 項目につ

いて詳細な定義が設けられていた。例えば、

「Insurance Company（保険会社）」について

は、サウジアラビア中央銀行（SAMA）の認可

を受け、さらに CHI から協同組合健康保険提

供資格を認定された保険会社であることが

明記されていた。また、「The insured（被保

険者）」については、サウジアラビア王国への

入国ビザを申請し、通過・訪問・滞在延長を

目的とする者と定義されていた。さらに、

「Preferred Provider Network（PPN）」につ

いては、CHI 認定かつ保険会社が指定した医

療機関群として位置付けられており、保険加

入者が有効な保険証を提示した場合には、当

該医療機関が保険会社に対して直接請求を

行う仕組みが規定されていた。 

また同章では、「Emergency Case （緊急事態）」

について、「事故または急性健康状態により

迅速な医療介入を必要とする状態」と定義さ

れており、本制度が主として緊急医療保障を

目的として設計されていることが明示され

ていた。さらに、「Personal Risk（個人リス

ク／モラルハザード）」や「Fraud （詐欺）」等

についても定義規定が設けられており、制度

運営上、モラルハザード対策や不正防止も重

視されていることが示されていた。 

  「第２章 補償対象費用・給付」では、補償

対象となる医療費の範囲が規定されていた。 

同章によれば、補償対象となるのは原則とし

て「緊急事態」に係る医療費であり、①診察、

診断、治療および医薬品費用、②入院費用、

③妊娠および分娩費用、④一定範囲の緊急歯

科治療、⑤早産児治療費、⑥緊急腎臓透析費

用、⑦国内外への緊急医療搬送費、⑧交通事

故による負傷への対応、⑨遺体本国送還費用

等が含まれていた。 

  「第３章 制限および除外」では、表２のと

おり、補償対象外となる項目について詳細な

規定が設けられていた。 具体的には、①帰国

まで延期可能な医療行為、②薬物・アルコー

ル乱用に起因する疾病、③美容目的治療、④
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予防医療、⑤レクリエーション・療養目的治

療、⑥性感染症治療、⑦HIV 関連疾患、⑧歯科

インプラント、⑨精神疾患、⑩不妊治療、⑪

臓器移植、⑫肥満関連治療等が補償対象外と

されていた。 

 なお、既往症および慢性疾患については、

「Except in emergencies, this policy does 

not cover any expenses for treating 

stable chronic or preexisting diseases」

と明記しており、緊急時を除き、安定した慢

性疾患や既往症については補償対象外とされ

ていた。また、「治療目的でサウジアラビアへ

渡航してはならない」旨も一般条件において

明記されており、本制度が医療目的渡航を前

提とするものではなく、あくまでも短期滞在

中の緊急医療保障制度として位置付けられて

いることを明確にしていた。 

 「第４章 一般条件」では、表３のとおり、

保険契約の有効性、請求手続、事前承認手続

等について詳細な規定が設けられていた。 例

えば、保険契約はサウジアラビア入国日から

有効となること、保険料支払いはビザ申請者

自身の責任であること、医療機関は 30 日以内

に請求を提出する必要があること、保険会社

は医療提供承認申請について 60 分以内に回

答しなければならないこと等が規定されてい

た。 

 さらに「別表」では、補償限度額や具体的

給付内容が定められていた。 補償限度額は被

保険者１人あたり 100,000 サウジアラビア・

リヤルとされており、入院、緊急妊娠・分娩、

緊急歯科治療、交通事故、緊急透析、医療搬

送、遺体本国送還等が補償対象となっていた。

また、補償範囲はサウジアラビア国内に限定

されており、対象者については、「サウジアラ

ビアへの訪問、訪問延長、トランジット目的

でビザを申請するすべての者」と規定されて

いた。 

③保険購入から請求・支払いの流れ 

 図１は、サウジアラビアにおける短期滞在

者向け民間医療保険制度について、保険購入

から医療費請求・支払いまでの基本的な流れ

を整理したものである。 

 まず、短期滞在者は、オンラインの観光ビ

ザ（eVisa）申請システムを通じて入国ビザを

申請する（①）。具体的には、ビザ申請画面に

おいて、個人情報や入国後の滞在情報等を入

力すると、その後、「Visitor／Tourist Health 

Insurance（観光者向け医療保険）」の購入画

面が表示される。この画面上には、図２のと

おり、CHI が認定した複数の保険会社名が表

示されているが、申請者が自ら保険会社を選

択することはできず、画面上に表示されてい

る「このチェックボックスにチェックを入れ

ることにより、上記に記載された保険補償内

容に、（95 サウジアラビア ・リヤル）（約 3,900

円）の料金で同意します」という文言の横に

あるチェックボックスを選択するのみとなっ

ている。 

 そして、その後、すべての申請情報の入力

および確認が終了すると、最終画面において、

図３のとおり、ビザ申請料とともに保険料が

表示され、その合計金額をクレジットカード

等で支払うことにより、ビザ申請手続と保険

購入手続が一体的に行われる仕組みとなって

いる。なお、この際、どの保険会社の保険商

品が適用されるかについては、システム上で

自動的に割り振られることとなっている。 

 次に、成立した保険契約情報は、担当する

認定保険会社に連絡され、連絡を受けた認定

保険会社は、当該保険契約情報を NPHIES 上に

登録する（③）。これにより、担当保険会社お

よび医療機関は、当該短期滞在者の保険加入

状況や補償内容等をオンライン上で随時確認

することが可能となる。また、短期滞在者自

身も、サウジ政府統合ポータル（my.gov.sa）

や CHI のウェブサイトにアクセスし、付与さ

れた保険番号等を入力することによって、自

らの保険加入状況や保険有効性等を随時確認

できるようになっている 11)。 
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 そして、短期滞在者が突然の病気やけが等

により医療機関を受診した場合（④）、医療機

関は NPHIES を通じて、まず保険資格の確認を

行う。さらに、高額医療や入院等で事前承認

（Pre-Authorization）が必要となる場合には、

医療機関は NPHIES を通じて保険会社へ事前

承認申請を行う（⑤）。その際、診療関連情報

として、診療報告書、検査情報、放射線情報、

処方情報、受診履歴等も共有される仕組みと

なっていた。また、診療終了後には、医療機

関から保険会社に対して電子請求（e-Claims）

が提出され、医療費の支払い手続きが行われ

ることになる。 

 一方、保険会社側では、NPHIES を通じて医

療機関から送信された事前承認申請について

審査を行い、承認可否を回答する（⑥）。また、

提出された電子請求についても査定を行い、

支払額を決定する。現地ヒアリングでは、保

険会社内部には医師等も配置されており、病

院からの相談や事前承認依頼に迅速に対応し

ているとの説明があった。また、一定時間内

に回答できない場合には罰則が科される場合

もあるとのことであり、制度全体として迅速

な運用が重視されていることが確認された。 

 さらに、保険の補償対象外となる費用につ

いては、短期滞在者と医療機関との間で直接

請求・支払いが行われる仕組みとなっていた

（⑦）。もっとも、現地ヒアリングでは、高額

医療等により補償限度額を超過した場合など

には、国や基金が一定の支援を行う場合があ

るとの説明もあった。 

 このように、サウジアラビアでは、eVisa 制

度、保険契約情報、医療機関、保険会社、医

療情報交換基盤（NPHIES）等をオンライン上

で統合的に連携させることにより、短期滞在

者向け民間医療保険制度が運用されていた。 

④現行制度に対する評価及び課題 

1)評価面 

 現地ヒアリングの結果、サウジアラビアの

短期滞在者向け民間医療保険制度については、

政府機関、保険会社、関連機関のいずれから

も、制度全体として高く評価されていること

が確認された。 

 まず、制度に対する評価として、多くの機

関から共通して指摘されたのは、NPHIES を中

心とした医療・保険情報連携基盤の有効性で

あった。SDAIA では、「国内全ての公立・私立

病院が同一プラットフォーム上にあり、全て

の情報が連携できるようにした」と説明され

ており、さらに、「E-ビザの情報はすぐに

NPHIES に連携され、各病院で閲覧が可能」で

あることが強調された。 

 また、CHI においても、「NPHIES が整備され

ているため、データの正確性・連携スピード

共に優れている」、「データが充実しているの

で政策検討がしやすい」と説明されており、

医療・保険・ビザ情報を統合的に管理する基

盤整備が、制度運営の効率化や政策形成に大

きく寄与していると評価されていた。さらに、

保険会社側からも、Tawuniya では、「昔は被

保険者にカードを渡していたが、今は NPHIES

を活用しオンライン上で運用している」と述

べられており、紙ベース運用からデジタル運

用への移行によって、資格確認や情報共有の

迅速化が進んでいることが確認された。 

 また、制度運営面では、保険会社に対する

一定の参入基準や監督体制についても肯定的

な評価がみられた。GEG insurance では、「保

険会社は当局から『IT 能力』『資金力』などを

見られて、このビジネスに参入できるかどう

か判断される」と説明されていた。加えて、

IA では、「30 の項目で保険会社を評価する」、

「保険会社に対しては報告書の提出や立ち入

り検査なども行っている」と説明されており、

制度の質を維持するための継続的な監督・評

価体制が整備されていることが確認された。 

 さらに、実際の制度運営においては、迅速

な支払対応や事前承認対応を制度として重視

している点についても、高く評価されていた。

GEG insuranceでは、「社内に医師も多くおり、
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TPA のように病院からの相談が来たら早急に

判断し病院に返事をする。定められた時間に

遅れると罰金もある」と説明されており、医

療機関からの事前承認申請や相談に迅速に対

応する体制が、制度上強く求められているこ

とが確認された。このように、単に保険加入

を義務付けるのみではなく、迅速な審査・支

払対応を制度として担保している点も、サウ

ジアラビア制度の実効性を支える重要な要素

として評価されていた。 

2)課題面 

 一方、課題面としては、まず、保険料水準

と観光政策とのバランスが挙げられていた。

CHI では、「現在上限は 10 万サウジアラビア・

リヤルだが、過去の統計データに鑑み、25 万

サウジアラビア・リヤルまで引き上げること

も検討している。一方で、保険料が 95 サウジ

アラビア・リヤルから上がることも考えられ、

それが観光客減に繋がらないか懸念もある」

と 説 明 さ れ て い た 。 同 様 に 、 IA お よ び

Tawuniya でも、「現在 95 サウジアラビア・リ

ヤルの費用は MOH が決めている。値段を上げ

過ぎると観光客が減る可能性もあるので要検

討」との説明がなされており、補償内容の拡

大と観光客誘致政策との調整が重要な課題と

して認識されていることが確認された。 

 また、制度参加保険会社数の多さについて

も課題と して認 識され ていた 。 Al Rajhi 

Takaful では、「国内には 27 程度の保険会社

が存在し、現在 17 社が参加している」が、「27

社は多く、CHI が統合しようとしている動き

もある」と説明されていた。この点について

は、制度の標準化や監督効率向上の観点から、

保険会社数の適正化も検討課題となっている

ことが示唆された。 

 さらに、制度対象範囲についても、拡大の

必要性が認識されていた。CHI では、「現在は

入国者に限定した運用だが、2030 年に向けて

トランジットの人も対象にしたいと検討を進

めている」と説明されており、観光政策の拡

大に対応した制度対象範囲の見直しが課題と

なっていた。特に、現在の制度は、主として

サウジアラビアに正式に入国する短期滞在者

を前提として運用されているため、今後、国

際ハブ空港としての機能強化やトランジット

需要拡大に対応していくためには、どの範囲

まで保険加入義務を拡張するのか、また、そ

の際の補償範囲や保険料水準をどのように設

定するのかについて、さらに検討を進める必

要があることが示唆された。 

 そのほか、未収金問題への対応については、

CHI から「過去には未収金が発生したことも

あったが、国や基金が支援をしていた」との

説明があった。また、GEG insurance でも、

「保険の適用額の上限は 10 万サウジアラビ

ア・リヤル。ただし、10 万サウジアラビア・

リヤルを過ぎた場合は基金がサポートしてく

れる」と説明されていた。このように、現行

制度においても、高額医療や補償限度額超過

への対応については、必ずしも民間医療保険

のみで完結しているわけではなく、一定程度、

公的支援や基金による補完が必要となってい

る実態が確認された。すなわち、重症患者対

応や高額医療への対応については、なお制度

上の負担分担や財政的支援の在り方が課題と

して残されていることが示唆された。 

 

（２）シェンゲンビザ加盟国 

①対象医療保険の概要 

 シェンゲン協定加盟国では、短期滞在ビザ

（いわゆるシェンゲンビザ）を申請する第三

国国民に対して、旅行医療保険への加入を義

務付ける制度が導入されている。その法的根

拠となっているのは、2009 年 7 月 13 日に欧

州議会および欧州理事会により制定された前

述の EU 規則「Regulation (EC) No 810/2009 

establishing a Community Code on Visas

（Visa Code）」（以下単に「Visa Code」と呼

ぶ。）である。これは、EU 法として制定された

ものであり、シェンゲン加盟国における短期



13 

 

滞在ビザ制度について、ビザ発給手続、必要

書類、審査基準等を統一的に定めている。 

 そして、そのうち旅行医療保険については、

Visa Code 第 15 条において詳細な規定が設け

られている。具体的には、第 15 条第 1 項にお

いて、統一シェンゲンビザを申請する者は、

「加盟国領域内における滞在期間中に発生し

得る送還費用、緊急医療、緊急入院および死

亡時の送還費用を補償する、適切かつ有効な

旅行医療保険を保有していることを証明しな

ければならない」と規定している。 

 また、第 15 条第 3 項では、当該保険につい

て、「加盟国全域で有効」であり、「滞在予定

期間全体をカバー」する必要があることが明

記されている。さらに、最低補償限度額につ

いては、「minimum coverage shall be EUR 30 

000」と規定されており、最低 30,000 ユーロ

以上の補償が求められている。また、補償対

象としては、①医療上の理由による本国送還

（repatriation for medical reasons）、②緊

急医療（urgent medical attention）、③緊急

入院治療（emergency hospital treatment）、

④死亡時の本国送還（repatriation in the 

event of death）を含むことが求められてい

る。 

 さらに、第 15 条第 2 項では、複数回入国ビ

ザの場合には、初回滞在期間のみならず、そ

の後の滞在についても適切な旅行医療保険に

加入する旨の宣誓書提出が求められている。 

 このように、EU 法における短期滞在者向け

医療保険制度は、サウジアラビアのように政

府認定保険会社による統一商品を導入する方

式ではなく、一定の最低基準を EU 法令として

定めたうえで、申請者自身が民間保険会社の

商品を選択して加入する方式を採用していた。

すなわち、EU では、制度の基本要件や最低補

償基準については EU 法として統一的に規律

しつつ、実際の保険商品の提供については各

国・各保険会社に委ねる分権的制度設計が採

用されていた。 

 もっとも、保険会社や保険証券については、

一定の運用上の要件も設けられていた。まず、

Visa Code 第 15 条第 4 項では、領事館等は、

申請者が提示した保険が「適切（adequate）」

であるかを確認しなければならないと規定さ

れている。また、必要に応じて、「加盟国内で

保険会社に対する請求権行使が可能かどうか」

を確認することもできるとされている。これ

により、実際に加盟国内で履行可能な保険商

品であることが重視されていた。 

さらに、EU委員会が公表した「Handbook for 

the processing of visa applications and 

the modification of issued visas（ビザ申

請処理および発給済ビザ修正に関するハンド

ブック）」12)では、実務上、領事館等が確認す

べき事項として、①補償内容、②対象地域、

③有効期間、④補償限度額、⑤被保険者情報

等を保険証券上に明記する必要性が示されて

いた。すなわち、EU では、Visa Code 本体が

最低基準を規定し、その具体的運用について

は、 EU 委員会ハンドブ ック（ Commission 

Implementing Decision C(2024) 4319 final 

annex）によって補完される構造となっていた。 

②保険購入から請求・支払いの流れ 

 図２は、EU 法における短期滞在ビザ用旅行

医療保険制度について、保険購入から医療費

請求・支払いまでの基本的な流れを整理した

ものである。 

 まず、短期滞在ビザの申請者は、シェンゲ

ン加盟国への入国前に、シェンゲン域内で有

効な旅行医療保険を購入する（①）。EU 法で

は、サウジアラビアのような政府指定の単一

商品方式ではなく、申請者自身が民間保険会

社の商品を選択して加入する方式が採用され

ている。そのため、申請者は、民間保険会社

やオンライン保険販売サイト等を通じて、

Visa Code 第 15 条に適合した旅行医療保険商

品を選択し購入する。 

 次に、保険加入手続が完了すると、保険会

社は、保険証券、加入証明書、補償内容一覧
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等の保険加入証明書類を発行する（②）。これ

らの書類には、一般的に、①被保険者氏名、

②有効期間、③補償対象地域、④補償限度額、

⑤補償内容等が記載されている。特に、シェ

ンゲン加盟国全域で有効であること、および

最低 30,000 ユーロ以上の補償限度額を有す

ることが重要な確認事項となっている。 

 その後、申請者は、加盟国ビザ当局（領事

館、ビザセンター等）に対して短期滞在ビザ

を申請する際、当該保険証券等を他のビザ申

請書類とともに提出・提示する（③）。加盟国

ビザ当局は、提出された保険加入証明につい

て、「保険加入を証明する証拠」として適切か

否かを確認する（④）。具体的には、Visa Code

第 15 条第 3 項および EU 委員会ハンドブック

等に基づき、①最低補償額（30,000 ユーロ以

上）、②滞在予定期間全体をカバーしているか、

③シェンゲン加盟国全域で有効か、といった

事項を中心に確認を行う。 

 そして、ビザ発給後、短期滞在者がシェン

ゲン加盟国内で医療機関を受診した場合には、

必要に応じて保険会社または医療アシスタン

ス会社を通じて、当該診療が保険の補償対象

となるかどうかの確認や、高額医療・入院等

に関する事前承認申請等が行われる（⑤ ・⑥）。

具体的には、医療機関側または患者側から保

険会社等に連絡を行い、補償内容や支払可否

等を確認することとなる。また、医療アシス

タンス会社が介在する場合には、医療機関と

の調整、通訳・翻訳支援、医療搬送手配等を

担うこともある。もっとも、実際にどの範囲

まで事前承認や医療アシスタンス会社の介在

が行われるかについては、加入している保険

商品や保険会社によって大きく異なっている。 

 さらに、診療終了後の医療費処理について

も加入している保険商品によって異なり、患

者が一旦医療費を立替払いした後、保険会社

へ償還請求を行う方式（Pay＆Claim 方式）も

あれば、医療アシスタンス会社が一時的に医

療費を立て替えて医療機関へ支払いを行う方

式や、保険会社が医療機関に対して直接支払

いを行う方式（ダイレクトビリング方式）等

が挙げられる。また当然のことながら、どの

ような支払い方式であったとしても、保険の

補償対象外となる医療費については、原則と

して患者本人が自己負担することとなってい

る。 

 このように EU 法における短期滞在ビザ用

旅行医療保険制度においては、サウジアラビ

アのような統一約款や国家統合型情報基盤に

基づく一元的運用ではなく、多数の民間保険

会社および医療アシスタンス会社が、それぞ

れ異なる補償内容、支払方法、運用方式に基

づいてサービスを提供する分散型運用となっ

ている。 

③現行制度に対する評価及び課題 

このように、EU 法における短期滞在ビザ用

旅行医療保険制度は、多数の民間保険会社お

よび医療アシスタンス会社による分散型運用

を特徴としている。そこで、ヒアリング対象

者に対し、現行制度に対する評価および課題

について尋ねた。評価面については、シェン

ゲンビザ申請時における旅行医療保険加入義

務が全加盟国で運用されており、短期滞在者

に対して最低限の医療費保障を確保させる枠

組みとして一定の意義があると、いずれの対

象者からも評価が得られた。特に、Visa Code

に基づき、ビザ申請時に 30,000 ユーロ以上の

旅行医療保険加入証明書の提出を求めること

により、少なくともシェンゲンビザを必要と

する第三国国民については、入国前に保険加

入を確認する仕組みが整備されている。フラ

ンスの関係者からも、「シェンゲンであればほ

ぼ完全に保険に入っている」との発言があり、

制度が保険未加入者の入国抑制に一定程度機

能していることが確認された。 

 一方で、課題面に関しては、制度の実効性

に関する課題として次の８点が指摘された。

第１点目は、ビザ審査時の保険確認が形式的

確認にとどまっている点である。現地ヒアリ
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ングおよび EU 委員会の報告書では、加盟国ビ

ザ当局による審査は、主として保険証明書の

有無、有効期間、補償額、シェンゲン全域で

の有効性確認にとどまっており、補償内容や

除外事項、実際の支払能力まで十分に確認さ

れていないことが指摘されていた。そのため、

制度上は保険加入が義務付けられているもの

の、実際には十分な補償内容を有していない

保険商品が利用される可能性があることが課

題として認識されていた。 

 第２点目は、保険商品の品質や補償内容に

大きなばらつきが存在する点である。EU 委員

会の調査では、価格や補償内容に大きな差が

あり、安価な保険ほど補償上限、除外規定、

支払遅延等の問題が多いことが指摘されてい

た。また、多くの保険商品が、既往症、慢性

疾患、妊娠、精神疾患、歯科治療等を補償対

象外としていることも課題として挙げられて

いた。そのため、形式的には保険加入義務を

満たしていても、実際に医療機関を受診した

際には十分な補償が受けられない場合がある

ことが問題視されていた。 

 第３点目は、保険加入後の継続的有効性確

認が困難である点である。EU 委員会へのヒア

リングでは、ビザ申請後に保険契約がキャン

セルされる場合もあり、入国時や滞在中に保

険の有効性を確認する仕組みが存在していな

いことが指摘されていた。また、ETIAS 等と

の連携についても、「ETIAS につなげるための

法律がない」との見解が示されており、現時

点では電子的確認基盤が十分整備されていな

いことが確認された。その結果、ビザ発給時

点では保険加入が確認されていても、実際の

入国時や滞在中には無保険状態となっている 

可能性を排除できない点が課題とされていた。 

 第４点目は、医療機関と保険会社との連携

が十分ではない点である。現地ヒアリングで

は、医療費未払いの背景として、「病院自身が

保険会社と連絡を取ることができないこと」

が大きな問題として挙げられていた。その理

由として、保険会社が EU 域内に支社を持たな

い場合があること、書類不備や患者情報不足

が発生すること等が挙げられていた。また、

医療機関側はまず治療を優先するため、受診

時に保険の有無を十分確認できていないこと

も未払い発生の一因とされていた。そのため、

制度上は保険加入義務が存在していても、実

際の医療現場では、保険会社との連絡困難や

支払保証手続の煩雑さにより、未払いリスク

が依然として残存していることが確認された。 

 第５点目は、医療費未払い実態に関するデ

ータ収集体制が未整備である点である。EU 委

員会では、「EU としてはその未収金発生の状

況等に関して正確に把握することができない。

データを取る仕組みがない」との認識が示さ

れており、加盟国レベルでも十分な統計が整

備されていないことが明らかとなった。また、

一部の地方医療機関では患者記録すら十分に

保存されていない場合があるとの指摘もあり、

制度効果の定量的評価が困難となっているこ

とが確認された。そのため、制度が実際にど

の程度未払い防止に寄与しているのかを客観 

的に評価することが難しい状況となっていた。 

 第６点目は、ビザ免除国に対して制度が適

用されない点である。シェンゲンビザ制度で

は、ビザ免除国からの短期滞在者については、

そもそもビザ申請時の保険加入確認の対象外

となる。そのため、EU 委員会へのヒアリング

でも、特にビザ免除国からの未払い問題につ

いては十分なデータがなく、制度上の対応も

限定的であることが示されていた。したがっ

て、制度の対象範囲自体に限界があり、ビザ

免除国からの短期滞在者については、保険加

入確認が行われないまま入国しているという

構造的課題が存在していた。 

 第７点目は、制度運営全体を統括する中央

的管理基盤が存在しない点である。EU 委員会

の担当者は、「中央で情報を集めコントロール

できる組織がないため、再入国禁止措置等も

導入できなかった」と述べていた。サウジア
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ラビアのような国家統合型医療・保険情報交

換基盤（NPHIES）のような仕組みは EU には存

在しておらず、このことが加盟国間の運用格

差や情報共有不足につながっていた。そのた

め、加盟国ごとに確認方法や運用実態が異な

り、EU 全体として統一的かつ実効的な管理を

行うことが難しい状況となっていた。 

 第８点目は、制度改善に向けた課題認識や

提言は存在するものの、実際の制度改正や運

用改善が十分進んでいない点である。EU 委員

会の報告書では、電子保険証明制度の導入、

VIS との連携、医療費未払いデータの収集義

務化、販売・仲介業者への監督強化等が提言

されていた。しかしながら、現地ヒアリング

では、「法律改定や国境でのルール変更につい

て具体案が出ていないので動きはない」との

見解が示されており、加盟国間で制度改革に

対する統一的合意形成が十分進んでいない状

況が確認された。また、ETIAS 等とのシステ

ム連携についても、法的根拠が存在しないこ

とから実現しておらず、結果として、保険加

入後の有効性確認やリアルタイムでの情報照

合ができない状態が継続していた。さらに、

現在実施されている対応も、悪質な保険会社

情報の加盟国間共有やブラックリスト的運用

にとどまっており、制度全体の実効性向上に

つながる包括的な改革には至っていない点が

課題として認識されていた。 

 以上のとおり、EU のシェンゲンビザにおけ

る旅行医療保険義務化制度は、短期滞在者に

対して最低限の保険加入を求める枠組みとし

て一定の効果を有しているものの、その運用

は形式的確認にとどまる部分が大きく、保険

商品の品質差、支払方法のばらつき、保険会

社との連絡困難、未払い実態のデータ不足、

ビザ免除国への適用外といった多くの課題も

抱えていることが明らかとなった。 

 

２．国内の保険会社および医療アシスタンス

会社に対するヒアリング調査結果 

（１）国内の保険会社に対するヒアリング調

査結果 

 日本国内の主要保険会社４社に対して、現

在の訪日外国人旅行者向け保険商品の実態な

らびに、日本において短期滞在者向け民間医

療保険加入義務化制度を導入する場合の課題

等についてヒアリング調査を実施したところ、

主として以下の７点が明らかとなった。 

 第１点目は、各社とも「訪日外国人旅行者

は出発国で海外旅行保険に加入することが基

本である」と認識していた点である。複数の

保険会社では、日本国内で個人向けに積極的

な販売は行っておらず、日本国内の旅行会社、

宿泊事業者、交通事業者等を契約者とする包

括契約型商品を中心として展開していた。ま

た、過去に個人向け保険を販売していた保険

会社においても、支払額増加や収益性悪化等

を理由として販売を終了したとの説明があっ

た。 

 第２点目は、現在、各社が提供している訪

日外国人旅行者向け保険商品は、主として「短

期滞在中に発生する急病・けが等への対応」

を目的とした、比較的限定的な補償内容とな

っていた点である。具体的には、多くの企業

において、傷害治療費用、疾病治療費用、緊

急移送費用等を中心的な補償対象としており、

死亡保障、携行品損害、賠償責任補償等につ

いては、訪日外国人向け保険では必須性が低

いとの認識が示されていた。特に、死亡保障

については、国外居住遺族への支払い手続や

相続関係の確認等が複雑となること、賠償責

任補償については事故原因や責任範囲の確定

に時間を要すること、携行品補償については

モラルリスクを誘発する可能性があること等

から、国内オペレーションのみで完結するシ

ンプルな商品構成が望ましいとの意見が複数

みられた。 

 第３点目は、補償限度額については、現時

点では 100 万円または 1,000 万円を上限とす

る商品が主流であり、その背景には、補償範
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囲を拡大すれば保険料も上昇してしまうこと、

また、現在の支払実績の多くが 100 万円以内

または 1,000 万円以内で収まっているという

認識が存在していた点である。特に、訪日外

国人旅行者向け保険商品を販売している保険

会社からは、「現時点では 1,000 万円を超える

支払事例は確認されていない」との説明があ

り、受診理由の多くは風邪、発熱、軽度外傷

等であることから、現状では一定程度十分な

補償水準であるとの認識が示されていた。一

方で、医療搬送費用や重症患者対応等を含め

ると高額事例が生じ得る可能性も指摘されて

おり、将来的な補償上限の在り方については

検討余地があるとの認識も示されていた。 

 第４点目は、医療アシスタンス機能の重要

性について各社が共通認識を有していた点で

ある。各社とも、キャッシュレスメディカル

サービス、多言語コールセンター、通訳サー

ビス、医療搬送・遺体搬送支援等の医療アシ

スタンス機能が重要であるとの認識を示して

いた。一方で、そのようなサービス提供には、

24 時間 365 日対応、多言語対応、提携医療機

関ネットワーク構築等が必要となるため、保

険会社・医療アシスタンス会社双方に大きな

オペレーション負荷が発生することも共通し

て指摘されていた。 

 第５点目は、義務化制度導入時の最大の課

題として、「モラルリスク」および「既往症対

応」が共通して挙げられていた点である。特

に、出発国で保険加入できなかった既往症保

有者や、高い医療ニーズを有する者が、日本

入国後にのみ保険加入を希望する可能性が高

いことが懸念されていた。また、各社とも、

既往症については基本的に補償対象外または

限定的対応としていた一方、「既往症か否かを

海外で確認すること自体が現実的ではなく、

オペレーション上の負担が極めて大きい」と

の説明もあり、既往症対応が制度設計上の最

大論点の一つであることが確認された。 

 第６点目は、制度導入には、商品認可取得、

システム改修、アシスタンス体制整備、提携

医療機関ネットワーク構築等に相当な期間と

コストを要するとの認識が共有されていた点

である。各社とも、制度変更や商品改定には

「1～2 年程度」あるいは「数年単位」の準備

期間が必要であるとしていた。また、現在の

インバウンド保険市場は市場規模自体が限定

的であり、単独企業のみで大規模制度を支え

ることには限界があるとの認識も示されてい

た。 

 第７点目は、保険加入率向上および制度運

営の実効性確保のためには、単なる義務化の

みでは不十分であり、加入確認導線、情報提

供、販売体制、デジタル基盤等を含めた包括

的制度設計が必要であるとの認識が共通して

示されていた点である。具体的には、①Visit 

Japan Web や観光関連ウェブサイト等を活用

した加入導線整備、②出発国段階での加入促

進、③オンライン加入システムやデジタル確

認基盤の整備、④政府認定保険会社制度や共

通ルール整備、⑤保険加入情報を医療機関や

関係機関が確認できる仕組みの構築等の必要

性が指摘されていた。 

 また第８点目として、複数の保険会社から

は、「現在のような個社ごとの対応では限界が

あり、共通インフラやデジタル化が必要であ

る」との意見も示されていた。特に、オンラ

インで保険加入情報を確認できる仕組み、統

一アプリ、共通オペレーション基盤等が必要

であるとの認識が示されており、単に保険加

入を義務化するだけでなく、それを実際に機

能させるための制度的・技術的インフラ整備

等についてもあわせて検討していくことが重

要であることが明らかとなった。 

 

（２）国内の医療アシスタンス会社に対する

ヒアリング調査結果 

 前述のとおり、国内の保険会社に対するヒ

アリング調査では、キャッシュレスメディカ

ルサービス、多言語対応、医療搬送支援等を
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含む医療アシスタンス機能の重要性が共通し

て指摘されていた。そこで、実際に訪日外国

人患者対応の現場において医療アシスタンス

業務を担っている主要医療アシスタンス会社

３社に対し、ヒアリング調査を実施した。そ

の結果、現在の訪日外国人患者をめぐる医療

アシスタンスの状況について、以下の４点が

明らかとなった。 

 第１点目は、訪日外国人旅行者の増加およ

び訪問地域の多様化に伴い、医療アシスタン

ス業務の負荷が急速に増加している点である。

各社とも、東京・大阪・京都等の都市部だけ

でなく、北海道、東北、地方観光地等での対

応依頼が増加しているとしていた。特に地方

では、外国人患者受入れに慣れた医療機関が

少なく、外国語対応やキャッシュレス対応が

可能な医療機関を一件ずつ探して交渉しなけ

ればならないケースも多いとのことであった。

また、現在のスキームのまま依頼件数のみが

大幅に増加した場合には、人材確保やオペレ

ーション維持が困難になるとの懸念も複数の

会社から示されていた。 

 第２点目は、医療機関側の外国人患者受入

れ体制や保険制度理解が十分ではないことが、

アシスタンス業務上の大きな課題となってい

る点である。各社とも、地方医療機関を中心

に、外国人患者対応、医療アシスタンス、支

払保証、保険請求等に対する理解不足が存在

すると指摘していた。具体的には、外国人患

者受入れ自体に消極的な医療機関が多いこと、

診断書や医療情報提供に時間を要すること、

保険の補償範囲を十分理解しないまま診療を

進めてしまうこと等が課題として挙げられて

いた。また、医療事務職員だけでなく、医師

側への教育・啓発も必要であるとの意見が複

数の企業から示されていた。 

 第３点目は、海外保険会社との連携や支払

対応に関する課題が大きい点である。各社と

も、海外保険会社からの支払い遅延、補償可

否判断の遅延、複数アシスタンス会社介在に

よる情報伝達遅延等を大きな問題として挙げ

ていた。特に、海外保険会社と医療機関が直

接やり取りを行う場合には、言語や時差の問

題から交渉が進まず、結果として医療機関側

の負担が大きくなるとの指摘があった。その

ため、各社とも、「国内の医療アシスタンス会

社が介在することが重要」との認識を示して

いた。また、海外保険会社による支払遅延や

対応品質のばらつきに関しては、推奨保険会

社制度や一定の規制導入が必要ではないかと

の意見も示されていた。 

 第４点目は、既往症対応や補償範囲に関す

る問題が、現場レベルで既に大きな課題とな

っている点である。各社とも、既往症に関連

する受診については補償対象外となるケース

が多い一方、実際の医療現場では、既往症と

急性増悪の区別が難しい場合が少なくないと

していた。また、保険に加入していれば全て

の医療費が補償されると誤解している医療機

関や患者も多く、結果として補償対象外部分

の未払い問題につながることがあるとの指摘

もあった。このため、各社とも、保険の補償

範囲を医療機関側が正確に理解できるように

する必要性を強調していた。 

 以上の状況を踏まえながら、短期滞在者に

対する医療保険の義務化についての考えを尋

ねたところ、次の３点が明らかとなった。 

 第１点目は、各社とも、訪日外国人旅行者

に対する医療保険加入義務化については、未

収金対策や医療アクセス改善という観点から、

基本的には肯定的に評価していた点である。

各社からは、保険加入義務化によって、外国

人患者による医療費未払いの減少、医療機関

の受入れハードル低下、訪日外国人旅行者の

安心感向上等が期待できるとの意見が示され

ていた。一方で、義務化のみでは十分ではな

く、医療機関の体制整備やアシスタンス体制

の整備が前提条件となるとの認識も共通して

示された。 

 第２点目は、義務化制度を導入する場合に
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は、補償範囲および補償水準の設定が制度設

計上の重要論点になると認識されていた点で

ある。特に、各社とも、医療費補償のみでは

不十分であり、医療搬送費用補償の付帯が重

要であると指摘していた。その理由として、

日本は他国との距離が遠く、医療搬送費用が

高額となりやすいこと、また、重症患者や長

期入院患者を本国搬送できれば、日本国内医

療機関の負担軽減につながることが挙げられ

ていた。一方で、補償範囲を拡大すれば保険

料も上昇するため、「最低限の補償を義務化し、

追加補償をオプション化する複数段階型制度」

も現実的ではないかとの意見も示されていた。 

 第３点目は、義務化制度を実効的に機能さ

せるためには、単なる加入義務化のみではな

く、加入導線、制度運営基盤、医療機関教育、

国内アシスタンス体制等を含めた包括的制度

設計が必要であると認識されていた点である。

具体的には、Visit Japan Web 等を活用した

加入導線整備、出発前加入の徹底、国内アシ

スタンス会社の介在、推奨保険会社制度、デ

ジタル確認基盤整備等の必要性が指摘されて

いた。また、義務化制度導入後には、保険加

入者の増加に伴う外国人患者の受診増加や、

不要不急受診の増加、補償範囲をめぐる医療

機関側の混乱等も懸念されていた。そのため、

各社はいずれも、医療機関向けの教育・啓発

やワンストップ相談窓口整備の必要性を強調

していた。 

 

D.考察 

 本研究では、短期滞在者に対して民間医療

保険加入を義務付けているサウジアラビアお

よび EU ・フランスに対する現地ヒアリング調

査ならびに、国内の主要保険会社および医療

アシスタンス会社に対するヒアリング調査を

実施することにより、短期滞在者向け民間医

療保険義務化制度の実態、制度運営上の特徴、

効果および課題等について検討を行った。 

 まず、本研究を通じて明らかとなったのは、

同じ「短期滞在者に対する民間医療保険加入

義務化制度」であっても、その制度設計や運

用方法は国・地域によって大きく異なってい

るという点である。特に、サウジアラビアと

EU では、制度運営の基本的な考え方に大きな

差異が認められた。 

 サウジアラビアでは、CHI が統一約款や最

低補償基準を定めたうえで、認定保険会社の

みが制度に参加可能となっており、さらに

eVisa、保険契約、保険資格確認、事前承認、

電子請求等が、国家統合型医療・保険情報交

換基盤（NPHIES／Nafis）を通じて一体的に連

携されていた。すなわち、ビザ、保険、医療

機関、情報基盤を統合的に接続した「中央集

権型・統合型モデル」が採用されていた。実

際、現地ヒアリングでも、NPHIES を中心とし

たデジタル基盤整備が、保険資格確認、迅速

な事前承認、電子請求、政策形成等に大きく

寄与しているとの評価が多く示されていた。 

 これに対して、EU におけるシェンゲンビザ

制度では、EU 法令として最低基準のみを定め、

実際の保険商品の提供については各国・各保

険会社に委ねる「分権型モデル」が採用され

ていた。その結果、保険商品の品質や補償内

容、審査水準、支払方法等に大きなばらつき

が存在していた。また、加盟国ごとに運用方

法が異なり、統合的な情報管理基盤も存在し

ないことから、制度全体として、保険加入確

認が形式的確認にとどまる部分が大きいこと

が確認された。特に、EU 委員会自身も、保険

加入義務化制度について「一定の枠組みとし

ては機能しているが、実効性は限定的」と認

識しており、制度の標準化・デジタル化・デ

ータ収集体制整備等の必要性を指摘していた。 

 以上の比較結果からは、短期滞在者向け民

間医療保険制度を実効的に機能させるために

は、単に「保険加入を義務付ける」という制

度のみでは不十分であり、①加入確認方法、

②資格確認方法、③医療機関との情報連携、

④保険会社への請求方法、⑤未収金発生時の



20 

 

対応等を含めた制度全体の運営基盤の整備が

不可欠であることが示唆された。 

 また、本研究では、国内の主要保険会社お

よび医療アシスタンス会社に対するヒアリン

グ調査を通じて、日本において制度導入を行

う場合の実務上の課題についても多くの示唆

が得られた。 

 まず、保険会社・医療アシスタンス会社の

双方から共通して指摘されていたのは、「既往

症対応」と「モラルリスク」が制度設計上最

大の論点になるという点であった。特に、既

往症については、どこまでを「急性増悪」と

して補償対象とするのか、また、既往症か否

かをどのように確認するのかが極めて難しい

問題として認識されていた。さらに、日本入

国後にのみ保険加入を認める場合には、高い

医療ニーズを有する者のみが加入を希望する

可能性が高く、保険制度全体の収支バランス

や持続可能性を損なう可能性も指摘されてい

た。 

 一方で、補償範囲および補償水準について

も、慎重な検討が必要であることが確認され

た。国内保険会社では、現在の訪日外国人旅

行者向け保険商品について、100 万円または

1,000 万円程度を上限とする商品が主流とな

っていた。その背景には、現在の支払実績の

多くがその範囲内に収まっていることに加え、

補償範囲を拡大すれば保険料も上昇し、結果

として旅行需要や加入率に影響を与える可能

性があるという認識が存在していた。一方で、

医療アシスタンス会社からは、日本は他国と

の距離が遠く、医療搬送費用が高額になりや

すいことから、医療搬送費用補償は極めて重

要であり、場合によっては 1,000 万円程度の

補償限度額では不足する可能性もあるとの指

摘もなされていた。 

 さらに、制度導入に当たっては、医療機関

側の負担増加についても十分な配慮が必要で

あることが示唆された。現状においても、多

くの医療機関では、外国人患者対応、保険請

求、医療アシスタンス対応等に十分習熟して

いるとは言い難く、特に地方医療機関では、

外国語対応可能医療機関やキャッシュレス対

応医療機関の不足が課題となっていた。また、

保険制度や補償範囲に対する理解不足も指摘

されており、「保険加入＝全額補償」と誤認し

たまま診療が行われる可能性も示されていた。

このため、制度導入に当たっては、医療機関

向けの教育・啓発、標準化された説明資料の

整備、ワンストップ相談窓口の整備等も不可

欠であると考えられる。 

 また、本研究を通じて、国内医療アシスタ

ンス会社の役割の重要性も明らかとなった。

国内医療アシスタンス会社へのヒアリングで

は、海外保険会社と医療機関が直接やり取り

を行う場合には、言語、時差、支払慣行等の

問題から交渉が進まず、医療機関側の負担が

増大するとの指摘が多くみられた。そのため、

制度を実効的に運用するためには、単に保険

加入を義務付けるだけでなく、国内医療アシ

スタンス会社を介在させる仕組みや、推奨保

険会社制度、デジタル資格確認基盤等を整備

する必要性が示唆された。 

 さらに、EU およびサウジアラビア双方の調

査から、制度運営および政策評価のためのデ

ータ収集・分析体制の整備も極めて重要であ

ることが確認された。EU では、未収金データ

や保険利用統計が十分整備されておらず、制

度効果の定量的評価が困難となっていた。一

方、サウジアラビアでは、NPHIES／Nafis を

通じて保険・医療データが統合管理されてい

ることにより、政策検討や制度運営改善に活

用されていた。日本においても、制度導入を

検討する場合には、単なる保険加入義務化の

みではなく、未収金実態、保険利用状況、支

払実績等を継続的に把握・分析できるデータ

基盤整備が必要であると考えられる。 

 以上のとおり、本研究を通じて、短期滞在

者向け民間医療保険加入義務化制度は、一定

程度、未収金防止や医療アクセス改善に資す
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る可能性を有していることが確認された。一

方で、その実効性は、補償内容、既往症対応、

加入確認方法、データ基盤、医療機関体制、

医療アシスタンス体制等、多数の制度的・運

用上の要素に大きく依存していることも明ら

かとなった。そのため、日本において制度導

入を検討する場合には、単なる「義務化」の

導入にとどまらず、保険加入確認、医療機関

との情報共有、医療アシスタンス体制等を含

めた運用体制の整備が必要であると考えられ

る。 

 

E.結論 

 本研究では、短期滞在者に対して民間医療

保険加入を義務付けているサウジアラビアお

よび EU ・フランスに対する現地ヒアリング調

査ならびに、国内の主要保険会社および医療

アシスタンス会社に対するヒアリング調査を

実施することにより、短期滞在者向け民間医

療保険義務化制度の実態、制度運営上の特徴、

効果および課題等について検討を行った。 

 その結果、短期滞在者に対する民間医療保

険加入義務化制度は、一定程度、外国人患者

による医療費未収金防止や、医療機関側の受

入れ不安軽減、外国人旅行者の医療アクセス

向上等に資する可能性を有していることが確

認された。特に、シェンゲンビザ制度におい

ては、少なくともビザ申請対象者については

入国前に保険加入確認を行う仕組みが整備さ

れており、一定の未収金防止効果が認識され

ていた。また、サウジアラビアでは、eVisa、

保険加入、保険資格確認、事前承認、電子請

求等を国家統合型医療・保険情報交換基盤

（NPHIES／Nafis）上で一体的に運用すること

により、保険資格確認や医療費請求等を効率

的に実施していることが確認された。 

 一方で、本研究では、単に「保険加入を義

務付ける」だけでは、制度の実効性確保には

不十分であることも明らかとなった。特に、

EU においては、保険加入確認が形式的確認に

とどまっていること、保険商品の品質や補償

内容にばらつきが存在すること、継続的な有

効性確認が困難であること、未収金実態に関

するデータ収集体制が未整備であること等、

多くの課題が確認された。また、ビザ免除国

に対して制度が適用されない点や、加盟国間

で統一的な情報基盤が存在しない点も、制度

の限界として認識されていた。 

 さらに、国内の保険会社および医療アシス

タンス会社に対するヒアリング調査からは、

日本において制度導入を検討する場合には、

既往症対応、モラルリスク、補償範囲設定、

医療搬送費用、医療機関側の事務負担、多言

語対応、医療アシスタンス体制整備等が重要

な検討課題となることが示された。特に、既

往症対応については、「急性増悪」と「既往症」

の区別が難しいこと、日本入国後の加入を認

めた場合にはモラルリスクが高まる可能性が

あること等から、制度設計上最大級の論点の

一つであることが確認された。 

 また、制度運営の実効性を高めるためには、

加入導線や資格確認方法、医療機関との情報

共有体制等を含めた運用体制整備が不可欠で

あることも明らかとなった。具体的には、

Visit Japan Web 等を活用した加入確認の導

線整備、保険加入情報の確認方法の整備、国

内医療アシスタンス会社の介在、推奨保険会

社制度、医療機関向けの教育・啓発等が必要

であるとの示唆が得られた。 

 以上を踏まえると、日本において短期滞在

者向け民間医療保険加入義務化制度を導入す

る場合には、単に保険加入を義務付けるのみ

ではなく、補償内容、加入方法、確認方法、

医療アシスタンス体制、医療機関支援等を含

めた運用体制整備が必要であると考えられる。

また、制度導入に際しては、観光政策との整

合性や保険料負担とのバランスにも十分配慮

しながら、実効性と運用可能性を備えた制度

の在り方を検討する必要がある。 
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F.健康危険情報 
 特になし 
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1.特許取得 

 なし 

２．実用新案登録 

 なし 

３．その他 

 なし  
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表１ Visitor Policy「第 1 章 定義」40 項目一覧

No. 
用語 定義内容 

原文 日本語訳 原文 日本語訳 

1 Law 法律 

The cooperative health insurance 

law in force in the Kingdom of 

Saudi Arabia. 

サウジアラビア王国において施行さ

れている協同健康保険法。 

2 Insurance 保険 

Proof of insurance coverage under 

this policy along with its 

schedules, appendixes or 

attachments. 

本保険契約およびその別紙、付録、ま

たは添付書類に基づく保険適用範囲

の証明。 

3 
Period of 

Insurance 
保険期間 

Duration stated in the policy 

schedule where insurance is valid. 

保険証券の明細書に記載された、保

険が有効である期間。 

4 

Duration of 

Policy 

(Coverage 

Duration) 

保険期間 

（補償期間） 

Number of days where the policy is 

in force commencing from the date 

of his entrance into the Kingdom. 

被保険者がサウジアラビア王国に入

国した日から起算して、本保険契約

が有効である日数。 

5 
Inception 

Date 
保険開始日 

Date stated in the policy schedule 

on which insurance coverage 

starts. 

保険証券の明細書に記載された、保

険の適用が開始される日。 

6 Benefit 給付 

Expenses needed for providing 

health care included in the 

insurance coverage within the 

limits specified in the policy 

schedule. 

保険証券の付表に規定された限度内

で、保険適用範囲に含まれる医療提

供に必要な費用。 

7 
Insurance 

Coverage 
保険補償範囲 

Basic health benefits available 

for the beneficiary as specified 

in the policy. 

保険証券に規定されている、被保険

者が利用できる基本的な医療給付。 

8 
Coverage 

Limits 
補償限度額 

The maximum limit of a company's 

responsibility as specified in the 

policy schedule intended for any 

insured person. 

被保険者 1 名につき、保険証券に記

載された保険会社の責任限度額。 

9 
Country of 

Origin 
出身国 

The permanent and main country of 

residence of the insured. 

被 保 険 者の 恒 久 的 か つ 主 た る居 住

国。 

10 
Insurance 

parties 
保険関係者 

Policyholders, health insurance 

companies, Third Party 

Administrators (TPAs) and health 

care providers. 

保険契約者、健康保険会社、第三者管

理機関（TPA）、および医療提供者。 

11 
Insurance 

Company 
保険会社 

A Cooperative Insurance Company 

licensed by SAMA to operate in the 

Kingdom of Saudi Arabia and 

qualified by CCHI to provide 

cooperative health insurance. 

サウジアラビア金融庁（SAMA）からサ

ウジアラビア王国での営業許可を取

得し、CCHI から協同組合型健康保険

の提供資格を認定された協同組合保

険会社。 

12 Policyholder 保険契約者 

The natural or legal person or 

entity for whom the policy is 

issued. 

保険証券が発行される自然人、法人、

または団体。 

13 

The insured 

(the 

Beneficiary) 

被保険者 

（受益者） 

The applicant for an entry visa to 

the Kingdom with intention to 

pass, visit the Kingdom or extend 

his/her visit; the person for whom 

the coverage is approved under 

this policy. 

サウジアラビア王国への入国、訪問、

または滞在延長を目的として入国ビ

ザを申請する者。本保険契約に基づ

き補償が承認された者。 

14 
Health care 

provider 
医療提供者 

Health Facilities 

(governmental/non-governmental) 

licensed to provide health care in 

the Kingdom in accordance with 

relevant laws and rules and 

accredited by CCHI, such as 

hospitals, pharmacy, laboratory, 

physical therapy center or a 

radiation therapy center. 

関連法規に基づきサウジアラビア国

内で医療提供を行う認可を受け、か

つ CCHI により認定された（政府系／

非政府系の）医療施設（病院、薬局、

検査機関、理学療法センター、放射線

治療センターなど）。 
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No. 
用語 定義内容 

原文 日本語訳 原文 日本語訳 

15 

Preferred 

Provider 

Network (PPN) 

優 先 医 療

機 関 ネ ッ

ト ワ ー ク

（PPN） 

A group of health care providers 

accredited by the Council of 

Cooperative Health Insurance and 

designated by the health insurance 

company to provide health care to the 

insured. 

協同健康保険評議会（CCHI）によ

り認定され、被保険者への医療提

供を行うよう健康保険会社によ

って指定された医療提供者 のグ

ループ。 

16 
Licensed 

Physician 

免 許 を 持

つ医師 

A medical practitioner who has 

received an appropriate scientific 

qualification, officially licensed to 

practice medicine by the Saudi 

Commission for Health Specialties and 

accepted by the Policyholder and the 

Company to provide treatment for 

which compensation might be claimed 

under this policy. 

適切な科学的資格を取得し、サウ

ジアラビア医療専門委員会から

正式に医師免許を付与され、本保

険契約に基づき補償請求の 対象

となる治療を提供するため に保

険契約者および保険会社によっ

て承認された医療従事者。 

17 Illness 疾病 

A sickness or disease suffered by the 

beneficiary and which necessitates 

medical treatment by a licensed 

physician before and during the 

period of policy. 

被保険者が罹患し、保険期間の前

および期間中に、免許を持つ医師

による医療処置を必要とする病

気または疾患。 

18 
Traffic 

Accident 
交通事故 

An unintended and undesirable 

collision by a vehicle with another 

vehicle, object or pedestrian 

resulting in injuries, disability, 

death or property damage. 

自動車等が他の車両、静止物また

は歩行者 と意図せず衝突し、傷

害、障害、死亡または財産損害を

もたらす事故。 

19 
External 

Violent Means 

外 部 か ら

の 暴 力 的

な原因 

Any means which causes an accident or 

injury to the insured member. 

被保険者 に事故または傷害 を引

き起こすあらゆる原因。 

20 
Personal Risk 

(moral hazard) 

個 人 的 リ

スク（モラ

ル ハ ザ ー

ド） 

Any action or practice considered 

risky or likely to expose a person to 

disease, accident or complications. 

疾病や事故への曝露、または合併

症を引き起こす可能性のある危

険な行為または慣行。 

21 Emergency Case 緊急事態 

Urgent medical treatment necessitated 

by an accident or urgent health 

condition requiring prompt 

intervention. 

事故または迅速な医療介入を必

要とする健康状態により必要と

なる緊急医療処置。 

22 Hospitalization 入院 

Admitting a beneficiary as an in-

patient staying at least overnight in 

hospital on referral from a licensed 

physician. 

免許を持つ医師の指示に基づき、

被保険者 が少なくとも一晩以上

病院に滞在する入院患者として

受け入れられること。 

23 Allergy 
ア レ ル ギ

ー 

Sensitivity to foods, medications, 

weather, pollen or other substances 

causing bodily reactions. 

食品、医薬品、花粉等に対する過

敏反応により、喘息や湿疹などの

症状を引き起こす状態。 

24 
Congenital 

Deformity 

先 天 性 奇

形 

Functional, chemical or bodily 

defects existing before birth due to 

hereditary or environmental factors. 

遺伝的または環境的要因に 起因

し、通常出生前から存在する機能

的・化学的・身体的欠陥。 

25 
Pregnancy and 

Delivery 

妊 娠 お よ

び出産 

Any pregnancy and/or delivery 

including normal delivery, cesarean 

delivery and abortion. 

正常分娩、帝王切開、中絶を含む

すべての妊娠および出産。 

26 

Emergency 

Medical 

Evacuation 

緊 急 医 療

搬送 

Transfer of the patient to the 

nearest medical center inside or 

outside the Kingdom where needed 

treatment is available. 

必要な医療を受けられる王国内

外の最寄り医療機関への患 者搬

送。 

27 
Psychological 

Cases 
精神疾患 

Intellectual, mood, cognitive, memory 

or total/partial mental disorder. 

知的、情緒的、認知的、記憶的、

全面的または部分的精神障害。 

28 
Disability 

Cases 
障害 

Inclusive term covering impairment, 

activity limitation and participation 

restriction. 

器質的障害、活動制限、社会参加

の妨げなどを包括する概念。 

29 
Rehabilitation 

(physiotherapy) 

リ ハ ビ リ

テ ー シ ョ

ン 

Complementary healthcare services 

aimed at rehabilitating persons 

suffering from constant weakness. 

持続的な 衰弱に苦しむ者の機能

回復を目的とする包括的医療ケ

アの一部。 
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No. 
用語 定義内容 

原文 日本語訳 原文 日本語訳 

30 
Premium 

(subscription) 

保険料（定期

払い） 

Amount payable by the 

policyholder to the insurance 

company for insurance coverage. 

保険期間中の補償の対価として保険

契約者が支払う金額。 

31 

Basis for 

Direct Debit 

or on Company 

Billing 

Provided 

口 座 振 替 ま

た は 会 社 請

求の根拠 

Non-payment facilities where 

expenses are directly billed to 

the company. 

医療費が会社口座に直接請求される

未払いサービスの仕組み。 

32 
Basis for 

Reimbursements 
償還の基準 

Method used to compensate a 

policyholder for recoverable 

expenses paid and claimed by the 

insured. 

被保険者が支払った償還可能費用に

ついて補償する方法。 

33 
Recoverable 

Expenses 

償 還 可 能 な

費用 

Actual expenses incurred for 

services, supplies and equipment 

not excluded under the policy 

and deemed necessary and 

customary. 

本保険で除外されておらず、必要か

つ妥当で慣例的と認められる実費。 

34 Claim 請求 

A request for reimbursement 

submitted to the insurance 

company accompanied by 

supporting documents. 

医療費払い戻しのために保険会社へ

提出される申請。 

35 

Claim 

Supporting 

Documents 

請 求 の 添 付

書類 

Documents proving identity, 

validity of coverage, details of 

the event and payment of 

expenses. 

身元、保険有効性、事故内容、支払

い等を証明する書類。 

36 

Reimbursement 

of Expenses of 

Traffic 

Accidents 

交 通 事 故 に

よ る 費 用 の

払い戻し 

Medical claims arising from 

traffic accidents and the 

insurer’s responsibility to 

reimburse and coordinate 

recovery. 

交通事故による医療請求に対する補

償および費用回収責任。 

37 

Reasonable and 

Customary 

Medical 

Expenses 

妥 当 か つ 慣

行 的 な 医 療

費 

Medical expenses compatible with 

market rates and customary 

treatment costs for similar 

illnesses. 

市場相場および類似疾病に対する通

常かつ慣例的な治療費と整合する医

療費。 

38 

Corpse 

Repatriation 

to Home 

Country 

expenses 

本 国 へ の 遺

体送還費用 

All arrangements and 

transportation expenses for 

repatriation of the deceased 

insured’s body. 

被保険者の遺体を本国へ送還するた

めのすべての手配および輸送費用。 

39 Fraud 詐欺 

Intentional misleading activity 

to gain benefits, money or 

uncovered benefits. 

利益、金銭、補償対象外給付等を得

るための意図的欺瞞行為。 

40 Abuse 濫用 

Practices leading to gaining 

benefits without entitlement but 

without intent to commit fraud. 

詐欺意思はないが、本来受ける権利

のない給付取得につながる行為。 

41 Misleading 
誤 解 を 招 く

行為 

Behaviors by individuals or 

entities that do not fall under 

the definition of fraud. 

詐欺には該当しない個人または団体

による行為。 

42 Endorsement 特約 

A document issued by the company 

to establish validity of 

amendments to the policy without 

affecting basic coverage. 

基本補償内容に影響を与えず、保険

契約修正の有効性を定める文書。 

43 
Policy 

Appendix 

保 険 証 券 付

録 

An appendix attached to the 

policy containing all guidelines 

and procedures related to 

implementation. 

保険証券の実施に関する指針および

手続きを記載した付録。 
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表２ 「第３章 制限および例外」の内容     

 原文 日本語訳 

(A) This policy shall not cover claims arising from: 
本保険契約は、以下の事由に起因する請求につい

ては補償の対象外とします： 

1 

Medical treatment and examinations which could be 

postponed until the insured returns home, including 

rehabilitation according to the evaluation of the 

treating licensed physician. 

被保険者が帰国するまで延期可能な医療処置およ

び検査（治療を担当する有資格医師の評価に基づ

くリハビリテーションを含む）。 

2 

Illness resulting from abuse of some medicines, 

stimulants, or tranquilizers, or from the use of 

alcohol, drugs, or similar substances. 

一部の医薬品、興奮剤、または鎮静剤の乱用、ある

いはアルコール、薬物、または類似の物質の使用に

起因する疾病。 

3 

Cosmetic treatment or surgery unless necessitated 

by an accidental bodily injury not excluded in this 

section. 

本項で除外されていない事故による身体的傷害に

よって必要とされない限り、美容目的の治療また

は手術。 

4 

General examinations, vaccines, drugs, or 

preventive measures that are not required for a 

medical treatment covered under this policy. 

本保険契約で補償される医療処置のために必要と

されない一般検診、予防接種、薬剤、または予防措

置。 

5 Treatment received by the insured free of charge. 被保険者が無償で受けた治療。 

6 

Recreation, convalescence, cosmetic, general 

physical health programs, and treatment in social 

care institutions. 

レクリエーション、療養、美容、一般的な健康増進

プログラム、および社会福祉施設での治療。 

7 

Any illness or injury resulting directly from the 

insured profession, and injuries caused by 

participating in official competitions. 

被保険者の職業に直接起因する病気または怪我、

および公式の競技会への参加 によって生じた怪

我。 

8 
Treatment of medically recognized venereal or 

sexually transmitted diseases. 
医学的に認められた性病または性感染症の治療。 

9 

Costs of treatment following diagnosis of HIV or any 

disease related to HIV including AIDS and its 

derivatives, alternatives, or other forms. 

HIV または、エイズおよびその派生疾患、代替疾

患、その他の形態を含む HIV に関連する疾患の診

断後に発生した治療費。 

10 
All costs relating to tooth implant, artificial 

teeth, fixed or mobile bridges, or orthodontic. 

歯科インプラント、義歯、固定式または可動式のブ

リッジ、または矯正歯科に関連するすべての費用。 

11 
Costs of vision or hearing tests, vision correction 

products or surgery, or visual or hearing aids. 

視力または聴力検査、視力矯正製品または手術、あ

るいは視覚補助器具または補聴器の費用。 

12 

The expenses of the insured’s transportation within 

and between cities of the kingdom by other licensed 

(ambulance) means of transportation. 

王国内の都市内および都市間の、認可を受けた（救

急車などの）その他の輸送手段による被保険者の

輸送費用。 

13 Hair loss, baldness, or artificial hair. 脱毛、禿頭、または人工毛。 

14 
Psychological treatment, mental, or nervous 

disorders. 
心理療法、精神障害、または神経障害。 

15 
Allergy testing of any nature unless relating to the 

prescription of drugs. 

医薬品の処方に直接関係しない、あらゆる種類の

アレルギー検査。 

16 

Equipment, methods, drugs, procedures, or hormone 

treatment for the purpose of birth control, 

contraception, fertility, infertility, impotence, 

secondary sterility, in-vitro fertilization or any 

other method of artificial insemination. 

避妊、不妊、インポテンス、二次性不妊、体外受

精、その他の人工授精を目的とした機器、方法、

薬剤、処置、またはホルモン治療。 

17 Congenital weakness or deformity unless it is life 

threatening to the insured. 

被保険者の生命に危険を及ぼす場合を除き、先天

性の虚弱または奇形。 

18 

Any costs or additional expenses incurred by the 

insured companion during hospitalization except 

hospital room and board charges for one companion, 

such as a mother accompanying her child aged up to 

twelve years, or whenever medically necessary as 

assessed by the treating physician. 

被保険者の同伴者が入院中に負担した費用または

追加費用。ただし、12 歳以下の子供に同行する母

親など、1 名の同伴者に対する入院室料および食

事代、または主治医が医学的に必要と判断した場

合の費用は除きます。 
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 原文 日本語訳 

(A) 
This policy shall not cover claims arising 

from: 

本保険契約は、以下の事由に起因する請求について

は補償の対象外とします： 

19 
Treatment of acne (adolescence pimples) or any 

treatment relating to obesity or overweight, 

except covered drugs. 

ニキビ（思春期にできる吹き出物）の治療、または

肥満もしくは過体重に関連する治療。ただし、補償

対象となる医薬品は除きます。 

20 
Organ or marrow transplant or implant of 

artificial organs to replace any organ of the 

body in whole or in part. 

臓器または骨髄の移植、あるいは身体の臓器の一部

または全部を置換するための人工臓器の移植。 

21 Personal risk mentioned in the Definition 

Section of this policy. 

本保険契約の「定義」の項に記載されている個人的

なリスク。 

22 Artificial and prosthetic limps. 人工肢および義肢。 

23 Natural changes of menopause for the insured 

female, including menstrual disorders. 

被保険者である女性における更年期に伴う自然な変

化（月経障害を含む）。 

24 
Except in emergencies, this policy does not 

cover any expenses for treating stable chronic 

or pre existing diseases. 

緊急の場合を除き、本保険契約は、安定した慢性疾

患または既存疾患の治療にかかる費用は一切補償し

ません。 

25 

Expenses for any disease or injury or bodily 

weakness or physical disability and related 

consequences, whose symptoms occur or appear 

before inception date of insurance coverage. 

保険の補償開始日より前に症状が現れた、あらゆる

疾病、傷害、身体の衰弱、身体障害、およびそれに

関連する結果に対する費用。 

26 
Herbal or natural medications or any 

alternative medicine procedure and 

medications. 

ハーブや天然の薬、あるいは代替医療の手法や薬。 

27 Insured resistance of medical evacuation or 

going home. 
被保険者が医療搬送または帰国を拒否した場合。 

28 Transportation and treatment which is not 

arranged beforehand with the company. 
当社と事前に手配されていない搬送および治療。 

29 

Illegal abortion operations (according to the 

Laws of the Kingdom of Saudi Arabia), or 

pregnancy and delivery that was not mentioned 

in the insurance declaration form. 

（サウジアラビア王国の法律に基づく）違法な中絶

手術、または保険申込書に記載されていない妊娠お

よび出産。 

30 
Intending to commit suicide or self-inflicted 

injury, or active participation in any 

activity or dangerous athletic competitions. 

自殺または自傷行為の意図、あるいは危険な活動や

スポーツ競技への積極的な参加。 

31 

Resistance or refusal by the insured, or non-

compliance to medical instructions provided by 

the company physician and the treating 

physician. 

被保険者による抵抗、拒否、または当社医師および

主治医による医療指示への不遵守。 

32 
Any unnecessary medication or a medication 
which was not necessary related directly to 
the emergency covered by the policy. 

不必要な投薬、または本保険契約の対象となる緊急

事態に直接関係のない投薬。 

33 

The company will not medically evacuate or 
repatriate the insured to home country in the 
following cases: 
①If the insured is not medically diagnosed to 
be evacuated. 
②Pregnancy that proves to be of more than six 
months. 
③If the insured is suffering from mental or 
neurological disorder, unless he is 
hospitalized. 
④Corpse repatriation expenses to other than 
his home country. 
⑤If the insured suffers minor wounds, or 
minor injuries such as twists, or minor 
fractions, or a simple disease which can be 
treated by a physician in the kingdom of Saudi 
arabia, and which does not prevent the insured 
from continuing his journey or going back 
home. 

当社は、以下の場合には、被保険者の医療搬送また

は本国への送還を行いません。 

①被保険者が医療上の理由により搬送を必要としな

いと診断された場合。 

②妊娠期間が 6 ヶ月を超えていることが判明した場

合。 

③被保険者が精神疾患または神経疾患を患っている

場合（ただし、入院中の場合は除く）。 

④本国以外の国への遺体送還費用。 

⑤被保険者が軽傷、捻挫などの軽微な怪我、軽度の

骨折、またはサウジアラビア国内の医師による治

療が可能であり、かつ被保険者が旅行を継続した

り帰国したりすることを妨げない単純な疾患を患

っている場合。 
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(B) 

This policy shall not cover any health 

benefits and transportation back home of the 

corpse in case the claim is directly resulting 

from: 

本保険契約は、以下の事由に直接起因する請求につ

いては、いかなる医療給付および遺体の本国送還費

用も補償しません。 

1 
War, invasion, and act of (foreign) 

aggression, whether war is declared or not. 

戦争、侵略、および（外国による）攻撃行為（宣戦

布告の有無を問わない）。 

2 

Ionizing radiations, pollution from 

radioactive activity of any nuclear fuel, or 

nuclear waste resulting from the combustion of 

a nuclear fuel. 

電離放射線、あらゆる核燃料の放射能による汚染、

または核燃料の燃焼に起因する核廃棄物。 

3 

The radioactive, toxic, explosive, or any 

other hazardous elements of any nuclear plant 

or any of its nuclear components. 

原子力発電所またはその構成部品の放射性、有毒

性、爆発性、その他の危険な要素。 

4 
The insured’s service or participation in 

armed forces or police operations. 

被保険者の軍隊または警察活動への従事または参

加。 

5 Riots, strikes, terrorism, or similar acts. 
暴動、ストライキ、テロリズム、または類似の行

為。 

6 

Epidemics, and chemical, biological or 

bacteriological incidents or interactions, if 

these incidents or interactions result from 

work injury or occupational hazards. 

伝染病、および化学的、生物学的、あるいは細菌学

的な事故または相互作用。ただし、これらが労働災

害または職業上の危険に起因する場合を除きます。 

 

 

表３ 「第４章 一般条件」の内容 

 原文 日本語訳 

1 

Proof of validity (Coverage Validity): This 

policy represents the basic level of insurance 

coverage granted to the insured and will be 

valid from date of entry to the Kingdom. 

有効性の証明（保険期間）：本保険証券は、被保険

者に付与される基本レベルの保険補償を表してお

り、サウジアラビア王国への入国日から有効となり

ます。 

2 

Eligibility: All applicants for a visa to the 

Kingdom of Saudi Arabia for the purpose of a 

visit - or extending the visit – or for the 

purpose of a transit as well as their 

companion, in accordance to the Council of 

Ministries decree No.(180) dated 2/5/1435 AH. 

適用対象：ヒジュラ暦 1435 年 5 月 2 日付閣僚評議

会令第 180 号に基づき、訪問、訪問期間の延長、ま

たは通過を目的としてサウジアラビア王国へのビザ

を申請するすべての方、およびその同伴者。 

3 

Premium payment (Subscription): The applicant 

is responsible for the payment of the 

insurance premium agreed upon with the company 

when applying for a visit visa or an extension 

of the visit. 

保険料の支払い（加入）：申請者は、訪問ビザまた

は滞在延長の申請時に当社と合意した保険料の支払

いに責任を負います。 

4 

Termination of Beneficiaries insurance 

coverage: 

①When the period of policy has expired as 

specified in the policy schedule. 

②Upon exhausting of the maximum benefits 

limits stated by the policy. 

③Recoverable expenses continue to be in force 

with regard to any continuing disease that 

leads to extended hospitalization at the end 

of the coverage, until consuming the maximum 

benefit. 

被保険者の保険適用終了： 

①保険証券の条件に記載された保険期間の満了時。 

②保険証券に記載された給付限度額に達した場合。 

③補償期間終了時に長期入院を要する継続的な疾病

については、給付限度額に達するまで、実費補償

が引き続き適用されます。 

5 

Verification of insured’s Health Condition: 

①The company is entitled, and should be 

allowed to, via an authorized medical 

entity, examine the insured for whom the 

recoverable expenses claim was filed on the 

company account, for two times as a maximum, 

while the insured is in the kingdom. 

被保険者の健康状態の確認： 

①当社は、当社の負担により医療費の請求が行われ

た被保険者に対し、当該被保険者が国内に滞在して

いる間、最大 2 回に限り、認定医療機関を通じて健

康状態の検査を行う権利を有し、またその実施が認

められるものとします。 
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5

（続） 

②The insured must cooperate and allow for the 

necessary measures at the expense of the 

company, that the company requires within 

reasonable limits for the sake of enforcing 

any rights or claims or legal compensations 

from other parties, for which the insured is 

held accountable. The insured may not 

abandon financial rights, except with the 

explicit or implicit company approval. 

②被保険者は、被保険者が責任を負う第三者からの

権利、請求、または法的補償を執行するために、

当社が合理的な範囲内で要求する措置について、

当社の費用負担で協力し、これを許可しなければ

なりません。被保険者は、当社の明示的または黙

示的な承認がない限り、金銭的権利を放棄するこ

とはできません。 

6 

Non duplication of benefits: 

In case of a claim for recoverable expenses 

due under this policy for an insured who is 

also covered for the same expenses under 

another plan or scheme or other insurance or 

the like, the company shall be liable for the 

coverage of such expenses and shall subrogate 

that insured in his claim against third 

parties for payment of their proportionate 

share of such claim. 

給付の重複排除：本保険契約に基づき支払われるべ

き回収可能費用の請求について、被保険者が他のプ

ラン、制度、その他の保険等においても同費用の補

償対象となっている場合、当社は当該費用の補償責

任を負うものとし、当該請求に対する第三者からの

支払分担金について、被保険者に代わって請求権を

行使する権利を有する。 

7 

Basis of direct billing of the Company by the 

preferred provider network (PPN) 

①The insured is entitled to receive 

healthcare from the PPN agreed upon with the 

company without being required to pay the 

cost of such services. 

②The health care providers assigned by the 

company shall send all medical expenses 

incurred under this policy, during a period 

not exceeding 30 days. The company evaluates 

and addresses such expenses, and notifies 

the insured when expenses reach the maximum 

benefit limit. 

③The company has the right to delete or 

replace any of/or all the health care 

providers assigned for the purposes of this 

policy, during its validity period, provided 

that it coordinates with the insured and 

appoints an equivalent substitute for the 

health care providers of the same level. 

優先医療機関ネットワーク（PPN）による当社への

直接請求の根拠 

①被保険者は、当社と合意された PPN（優先医療機

関ネットワーク）から、当該サービスの費用を支

払うことなく医療サービスを受ける権利を有しま

す。 

②当社が指定した医療提供者は、本保険契約に基づ

き発生したすべての医療費を、30 日以内に当社

に送付しなければならない。当社は当該費用を審

査・処理し、費用が給付限度額に達した場合は被

保険者に通知する。 

③当社は、本保険契約の有効期間中、被保険者と調

整し、同レベルの医療提供者を同等の代替者とし

て指名することを条件として、本保険契約の目的

のために指定された医療提供者のいずれかまたは

すべてを削除または置換する権利を有します。 

8 

Reimbursement basis 

The insurance company under the terms, 

conditions, limitations and exclusions of the 

policy compensates the insured within a period 

not exceeding 30 working days from the date of 

submission of the claim according to the 

prevailing prices. The insured should submit 

the claim to the company during a period not 

exceeding (60) days from the date of incurring 

such expenses, taking into account the 

following: 

①Compensation will be paid after the company 

agrees to the fact that expenses are covered 

by the policy after the completion of the 

insurance claim form and submit it to the 

company; attached with the original detailed 

invoices as well as any other relevant 

documents such as medical information 

documents, airline tickets and travel 

documents. 

 

給付の基準 

保険会社は、本保険契約の約款、条件、制限および

免責事項に基づき、請求書の提出日から 30 営業日

以内に、現行価格に従って被保険者に補償金を支払

います。被保険者は、以下の点を考慮の上、当該費

用の発生日から 60 日以内に請求書を当社に提出し

なければなりません。 

①保険金請求書に必要事項を記入し、当社に提出し

た後、当該費用が保険契約の対象となることを当

社が承認した時点で、補償金が支払われます。提

出時には、詳細な請求書の原本、および医療情報

書類、航空券、旅行書類などのその他の関連書類

を添付する必要があります。 
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8

（続） 

②Compensation will not, under any 

circumstances, exceed the maximum coverage 

limit . 

③The amount of compensation shall be 

restricted to the usual and familiar 

expenses which are accepted in Saudi Arabia. 

④The company must be informed immediately in 

case of death, hospital admission, sudden 

homecoming, medical evacuation, or personal-

caregiving, and such notification should 

include medical information about the 

illness and the injury. 

⑤Notification should be made by phone or e-

mail to the emergency service in the company 

that operates 24 hours. 

⑥The policyholder and the insured person 

should cooperate with the company and 

immediately notify it of any request of 

compensation or the right to take action 

against any other party. 

⑦Moreover, the policyholder should inform the 

company and take the regular procedures in 

the case of a request of compensation from 

another party in order to protect the 

interests of the company. 

②いかなる状況においても、補償額は保険金額の上

限を超えることはありません。 

③補償額は、サウジアラビアで一般に認められてい

る通常の費用に限定されます。 

④死亡、入院、急な帰国、医療搬送、または介護が

必要な場合は、直ちに当社に通知する必要があり

ます。また、その通知には、病気や怪我に関する

医療情報を含める必要があります。 

⑤通知は、24 時間体制で運営されている当社の緊

急サービスへ、電話または E メールで行う必要

があります。 

⑥保険契約者および被保険者は、当社に協力し、補

償の請求または他の当事者に対して法的措置を講

じる権利について、直ちに当社に通知しなければ

なりません。 

⑦さらに、保険契約者は、会社の利益を守るため、

第三者から損害賠償請求を受けた場合には、会社

にその旨を通知し、所定の手続きを踏む必要があ

ります。 

9 

Cancellation: 

The insured has no right to cancel the policy 

when it comes into force, except in the case 

of non-entry into Saudi Arabia, and 

accordingly the company is liable to refund 

the premium. 

解約： 

被保険者は、サウジアラビアへの入国がない場合を

除き、保険契約が発効した後は契約を解約する権利

を有せず、それに応じて当社は保険料を返還する義

務を負います。 

10 

Approvals: 

The company shall response to approval 

requests from service to provide health care 

to beneficiaries within a period not exceeding 

60 minutes. 

承認： 

当社は、被保険者への医療提供に関する承認要請に

対し、60 分以内に回答するものとします。 

11 

Gender: 

For the purposes of this policy, words using 

the masculine gender are deemed to include the 

feminine gender as well. 

性別： 

本保険契約において、男性形を用いて表現された語

句は、女性形を含むものとみなされる。 

12 

Notifications: 

①All notices or correspondence between the 

insurance parties shall be formal. 

②The insurance company must inform the 

insured of the expiration date of the 

insurance policy. 

③The insured is obliged to notify the 

insurance company when their contact 

information is changed. 

通知： 

①保険契約当事者間のすべての通知または書簡は、

正式な形式によるものとします。 

②保険会社は、被保険者に対し、保険契約の満了日

を通知しなければいけません。 

③被保険者は、連絡先情報が変更された場合、保険

会社に通知する義務を負います。 

13 

Obligation not to visit for the purpose of 

treatment: 

The insured and the other beneficiaries listed 

in the insured schedule of this policy are 

obliged not to use this policy to cover any 

known illness or any previously diagnosed 

illness, and not to visit Saudi Arabia in 

order to obtain this treatment within the 

coverage of this policy. 

治療目的での渡航禁止義務： 

被保険者および本保険証券の被保険者明細書に記載

されたその他の受益者は、既知の疾病または過去に

診断された疾病の治療に本保険を利用しないこと、

および本保険の補償範囲内で当該治療を受ける目的

でサウジアラビアを訪問しない義務を負います。 
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図１ 保険購入から保険請求・支払いの基本的な仕組み(サウジアラビア) 

 原文 日本語訳 

14 

compliance with policy conditions: 

As a precondition to any liability of the 

company, the beneficiary should strictly 

comply with and execute all requirements, 

conditions, obligations and commitments stated 

in this policy. 

保険契約条件の遵守： 

当社のいかなる責任も生じさせる前提条件として、

被保険者は本保険証券に記載されたすべての要件、

条件、義務および約束を厳格に遵守し、履行しなけ

ればなりません。 

15 

penalties: 

Any disagreement or dispute arising out of or 

relating to this policy shall be settled in 

accordance with article (14) of the law. 

違約金： 

本保険契約に起因または関連して生じるいかなる不

一致または紛争も、同法第 14 条に従って解決され

るものとします。 

16 

Approval of the policy: 

This policy will be electronically sanctioned 

through the entities authorized to do so. 

本保険契約の承認： 

本ポリシーは、承認権限を有する機関を通じて電子

的に承認されるものとします。 
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図２ 医療保険購入画面 

 

図３ ビザ申請費用及び医療保険購入費用他支払い画面 
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図４ 保険購入から保険請求・支払いの基本的な仕組み(シェンゲン協定加盟国) 

 

 

 

 

 

 

 

 


